参考様式第１号
                                他法令等の手続状況調書
	規　制　等　の　内　容
	摘　　　　　　　　　要

	都　市　計　画
	市街化区域
	内
	外
	用途地域の名称又は法第３４条該当号：

	
	都市計画施設
	有
	無
	

	
	地区計画区域
	内
	外
	

	
	風致地区
	内
	外
	

	
	生産緑地
	内
	外
	

	
	臨港地区
	内
	外
	

	建築基準法
	接道要件
	適
	否
	

	
	隣接するみなし道路
	有
	無
	

	
	予定建築物等の用途
	適
	否
	

	文化財
	史跡・名勝・天然記念物
	内
	外
	

	
	埋蔵文化財包蔵地
	内
	外
	

	農　地
	農業振興地域
	内
	外
	

	
	農用地
	内
	外
	

	森　林
	保安林
	内
	外
	

	
	地域森林計画対象民有林
	内
	外
	

	自然公園
	自然公園区域
	内
	外
	

	
	近郊緑地保全区域
	内
	外
	

	防　　災
	宅地造成等規制区域
	内
	外
	

	
	河川区域
	内
	外
	

	
	河川保全区域
	内
	外
	

	
	急傾斜地崩壊危険区域
	内
	外
	

	
	砂防指定地
	内
	外
	

	
	地すべり防止区域
	内
	外
	

	
	土砂災害特別警戒区域
	内
	外
	

	
	土砂災害警戒区域
	内
	外
	

	
	災害危険区域
	内
	外
	

	その他の法令による規制
	有
	無
	


　※摘要欄には、他法令による規制がある場合に、その手続きの状況を記入し、その状況を示す書類を添付して下さい。

参考様式第２－１号
	開発等事前相談申請書
年　　月　　日
　和歌山市都市建設局都市計画部　　　　
　都　市　計　画　課　長　様　
住　所
申請者
氏　名
連絡先
　次の事項について事前相談を申請します。
相談内容
の 概 要
都市計画法に係る開発許可制度に関すること
宅地造成等規制法に関すること
１　法第２９条第１項に規定する開発許可等の要否について
１　法第８条第１項に規定する宅地造成工事の許可の要否について 
２　法第３３条第１項第　　号に規定する技術基準について
３　法第３４条第　　号　　に適合するかどうかについて
２　宅地造成行為に関するその他の事項
４　開発行為等に関するその他の事項
予定建築
物等の計
画の概要
  　　予定建築物等の用途
　　予定建築物等の規模（階数、延べ床面積等）
相談内容
又は
相談理由
申 請 地
所　在　地
地　目
地積(㎡)
実測面積(㎡)
和歌山市
申請地の区域区分
都市計画法第７条第１項に規定する区域区分
□市街化区域　□市街化調整区域
宅地造成等規制法第３条第１項に規定する宅地造成工事規制区域
□規制区域内　□規制区域外
㊟１　相談内容の概要の欄は、相談内容が該当する項目の数字に○印をしてください。
※受　付　欄　　　２　予定建築物等の計画の欄は、相談内容により記入する必要がない場合にあっては空白に申請時点で未定である場合にあっては「未定」と記入してください。
年　月　日　　　３　相談内容又は相談理由の欄には、相談内容に係る行為をしようとする理由及びその内容等を具体的に記入してください。
第　　　　号　　　４　申請地の欄は、相談内容により記入する必要がないときは空白にしておいてください。
　　　　　　　　　　５　申請地の区域区分の欄は、該当するところにレ点をつけてください。
　　　　　　　　　　６　※印のある欄には記入しないでください。


	開発等事前相談回答書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　和歌山市都市建設局都市計画部
都　市　計　画　課　長
　上記の内容について、次のとおり回答します。
㊟１　当該回答は、申請内容に変更があった場合、法令等の改正があった場合等においては無効となる場合があります。この場合は再申請を行い、回答を受ける必要があります。
２　当該回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますので、許可を受けられることの証明等に用いることができるものではありません。


参考様式第２－２号
	開発等事前相談申請書（特定集落確認用）
　　　　年　　月　　日
（あて先）
和歌山市都市建設局都市計画部
　都　市　計　画　課　長　様
住　所
申請者
氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先
　次の土地について、和歌山市開発行為等に関する条例 別表第１（５）に規定する特定集落内に存するか事前相談を申請します。
申請地
所　在　地
地目
地積(㎡)
実測面積(㎡)
和歌山市
㊟１　申請地周辺の集落地がわかる位置図（市長が告示する既存公共公益施設から３００ｍの範囲の円を記載した位置図）、公図を添付してください。
　２　農地等（宅地として利用することが適当である土地以外の土地）にあたっては、建築物の敷地に５０ｍ以内の間隔で挟まれていることを確認した資料を添付してください。
※受　付　欄　　　　３　申請地周辺の土地が宅地として利用することが適当である土地の場合は、土地の登記簿謄本等、判断できる資料を添付してください。
年　月　日　　　　４　※印のある欄には記入しないでください。
第　　　　号　　　



	開発等事前相談回答書（特定集落確認用）
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
和歌山市都市建設局都市計画部 
都　市　計　画　課　長　　
　上記申請の土地について，次のとおり回答します。
申　請　地
相談地の特定集落判定結果
和歌山市
（ 存している・存していない ）
㊟１　当該回答は，申請地が特定集落内に存しているか否かを回答するものであり、その他の許可基準を満たしていなければ許可を受けることができませんので、土地利用計画が定まれば、建築物の立地の可否について再度事前相談してください。
　２　敷地の一部だけを利用する場合や申請地周辺の土地利用状況等の変化により、特定集落内外の判定の取扱いが変わる場合があります。
３　当該回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますので、許可を受けられることの証明等に用いることができるものではありません。



参考様式第２－３号
	開発許可等の制限等に関する事前相談申請書
年　　月　　日
　和歌山市都市建設局都市計画部　　　　
　都　市　計　画　課　長　様　
住　所
申請者
氏　名
連絡先
　和歌山市開発行為等に関する規則第２０条の２の４で規定する土地の区域での開発行為等について、開発許可等の制限等に関する事前相談を申請します。
予定建築物等の計画の概要
予定建築物等の用途
予定建築物等の概要（階数、延べ床面積等）
申請地
所　在　地
地　目
地　積（㎡）
実測面積（㎡）
和歌山市
相談内容
土砂災害警戒区域に関すること
浸水想定区域に関すること
□ 避難所から５００ｍの区域内外について
□ 避難所から５００ｍの区域内外について
□ その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 想定浸水深について
　□ 紀の川　　□ 和田川　　□ 亀の川
□ その他
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
㊟１　相談内容の欄は、該当する箇所にレ点をつけてください。
※受付欄
年　月　日
第　　　号
　２　添付書類：
　　○土砂災害警戒区域に関する場合
　　　・付近見取図（申請区域及び避難所から５００ｍの範囲を記載してください。）
・公図
・土地の登記簿謄本
　　　　　　　・土砂災害警戒区域調書
　　○浸水想定区域に関する場合
　　　　　　　　　　・付近見取図（申請区域及び避難所から５００ｍの範囲を記載してください。）
・公図
・土地の登記簿謄本
・浸水シミュレーショングラフ
３　※印のある欄には記入しないでください。


	開発許可等の制限等に関する事前相談回答書
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　和歌山市都市建設局都市計画部
都　市　計　画　課　長
　上記の内容について、次のとおり回答します。
（開発許可等の制限等の内容）
㊟１　当該回答は、申請内容に変更があった場合、法令等の改正があった場合等においては無効となる場合があります。この場合は再申請を行い、回答を受ける必要があります。
２　当該回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますので、許可を受けられることの証明等に用いることができるものではありません。


参考様式第３号
開発行為協議申請書
                                                                   　　年　　月　　日
  （あて先）和歌山市長
　都市計画法第３２条第２項の規定に基づき、開発行為の協議を申請します。
	開
発
行
為
の
概
要
	開 発 者
	住 所
	

	
	
	氏 名
	印　　TEL

	
	 eq \o\ad(開発区域の名称,　　　　　　　　　)
	

	
	
	

	
	
	

	
	設 計 者
(代理者)
	住　 所
	

	
	
	 氏 　名
	  　　　　　　　　　　　　　　     　　 印　TEL

	
	 eq \o\ad(開発区域内の面積,　　　　　　　　　)
	平方メートル

	
	 eq \o\ad(予定建築物の用途,　　　　　　　　　)
	
	戸　数
	　　　　戸

	
	 eq \o\ad(用途地域,　　　　　　　　　)
	
	宅造規制区域
	内・外

	
	 eq \o\ad(都市計画施設,　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(接続道路,　　　　　　　　　)
	
	幅　員  　　　ｍ

	
	 eq \o\ad(既存の公共施設,　　　　　　　　　)
	里　道
	有・無
	水　路
	有・無
	その他
	

	
	 eq \o\ad(排水放流先,　　　　　　　　　)
	雨　水
	
	汚　水
	

	
	 eq \o\ad(新たに設置する,　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(公共施設,　　　　　　　　　)
	道  路
	有・無
	排　水
	有・無
	公  園
	有・無

	
	
	その他
	

	
	そ　　の　　他
	


（注）１　その他の欄は、他法令による許可等を要する手続きを記載してください。
      ２　申請は、必要図書を添付して、各関係課に各１部提出してください。
      ３　この協議申請書が、法令の改正により、新しい法令に抵触することとなったとき、又　　　　　　は大幅な変更がある場合は、再度協議申請が必要になります。
参考様式第４号 
	申請理由書

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

	 　（あて先）和歌山市長

	                                              申請者住所

	                                                    氏名                          　　　　　 印

	記

	１　申請地の所在　和歌山市

	２　申請地の地目、地積　　　　　　　　　　　　平方メートル（実測　　　　平方メートル）

	３  予定建築物の用途、構造

	　　　　　　　　　建築面積　　　　　　平方メートル

	               　 延べ面積　　　　　　平方メートル

	４　土地所有者  住所：                         　　　氏名：

	５　土地取得年月日及び原因  　　　　年　　月　　日

	６  農地転用年月日及びその利用目的　        年　　月　　日


参考様式第５号
                          事前協議結果報告書
                                                              平成    年    月    日                                                           
   （あて先）和歌山市長        

                                      協議者                  
                                            住所
                         　　　　　　　　　　氏名　　　                    　㊞
                                                                                                                    連絡先
  　和歌山市大規模な開発計画に関する事前協議申請に係る事務処理要領第７条第１項の規定に基づき、事前協議に対する意見に関し協議した結果について、次のとおり報告します。 

	部局名
	課  名
	法令等
	指示事項等の内容
	調整結果

	
	
	
	
	


  備考１ 指示事項等の意見を付した課等との調整結果を報告すること。
      ２ 調整結果の欄には調整した年月日を記載すること。
 参考様式第６号
工事施行者の能力調書
	 eq \o\ad(住所又は,　　　　　)
 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
	

	
	

	
	

	
	                                           （電話）

	 eq \o\ad(氏名又は,　　　　　)
 eq \o\ad(名称及び,　　　　　)
代表者氏名
	

	
	

	
	

	 eq \o\ad(建設業の,　　　　　)
 eq \o\ad(登録等,　　　　　)
	 建設業の許可
	 eq \o\ad(設立年月日,　　　　　　)
	  　 　年　　月　　日

	
	（大臣・知事）登録第　　　　　　号
	 eq \o\ad(資本金,　　　　　　)
	                 千円

	
	
	取引金融機関
	

	 建設業法第２６条による
 主任技術者又は監理技術
 者の住所及び氏名
	

	
	                              （電話）

	 従業員数
	 事　務
	 技　術
	 その他
	 　計
	前年度
納税額
	法人税又は所得税
	 eq \o\ad(事業税,　　　　　)

	
	
	
	
	
	
	            千円
	     　 千円

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	技 術 者
略　　歴
	氏　　　 　名
	職　　名
	年　齢
	在社年数
	資格・免許・学歴その他

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	宅地造成
工事等施
行 経 歴
	 eq \o\ad(発注者名,　　　　　)
	 eq \o\ad(工事施行場所,　　　　　　　　)
	面 積
	工事期間
	備 考

	
	
	
	
	       ～
	

	
	
	
	
	       ～
	

	
	
	
	
	       ～
	

	
	
	
	
	       ～
	

	
	
	
	
	       ～
	

	
	
	
	
	       ～
	


（注）　工事施行者の事業経歴書及び建設業の許可書の写しを添付してください。
参考様式第７号（申請建築物の概要を示す書面）
                                       建築物概要書
	 eq \o\ad(主要用途,　　　　　　)
	

	
	申請部分
	申請以外の部分
	合　　計
	建ペイ率
	容積率

	 eq \o\ad(敷地面積,　　　　　　)
	          平方メートル
	        平方メートル
	          平方メートル
	㌫
	㌫

	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(建築面積,　　　　　　)
	          平方メートル
	        平方メートル
	          平方メートル
	
	

	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(延べ面積,　　　　　　)
	          平方メートル
	        平方メートル
	          平方メートル
	
	

	
	
	
	
	
	

	建築物棟別概要

	用　途
	工事
種別
	構　造
	階数
	 eq \o\ad(建築面積,　　　　　)
	 eq \o\ad(延べ面積,　　　　　)
	外壁仕上
	 eq \o\ad(最高の,　　　　)
 eq \o\ad(高さ,　　　　)
	 eq \o\ad(最高の,　　　　)
 eq \o\ad(軒高,　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	
	
	
	
	    平方メートル
	    平方メートル
	
	      ㍍
	      ㍍

	（備考）


参考様式第８号
工場（危険物）調書
	工　　　場　　　関　　　係　　　事　　　項
	業　　種
	作　業　場　床　面　積

	
	
	申請
部分
	
	申請以外
の 部 分
	
	合　計
	

	
	原料名
	１日の
処理量
	製　品　名
	１日の生産量

	
	
	
	
	

	
	機械の種類
	機械台数
	原動機の出力

	
	
	新(増)設
	既設
	計
	新(増)設
	既設
	計

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	
	
	

	
	作業方法
	

	危険物関係事項
	
	種　類
	用　途
	最大貯蔵量
	最大処理量

	
	申請部分
	
	
	
	

	
	申請以外の部分
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	参考事項
	


（注）
　　１　「業種」欄には工場形態がわかるように記入してください。
　　２　「原料名」欄には工場に搬入される原料の品名を記入してください。
　　３　「作業方法」欄には作業工程の順に従って具体的に記入してください。
